
決算書掲載頁　315

内
訳

　被保険者に対し、国民健康保険制度の趣旨・内容をはじめ国民健康保険事業全般にわたっての知識の啓発などを行
うことで、健康管理意識を高めてもらい医療費の適正化を図る。

国保事業にかかる知識の向上を図るとともに、医療費適正化にかかる施策を実行する。
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被保険者に対し、国民健康保険制度の趣旨・内容をはじめ国民健康保険事業全般にわたっての知識の啓発などを行う
ことで、健康管理意識を高めてもらい医療費の適正化を図る。
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被保険者全員31,025人（H25.4.1現在）

国保事業にかかる知識の向上を図るとともに、医療費適正化にかかる施策を実行する。
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事業：保健事業                                

１．保健事業 

国民健康保険制度の周知を図ることおよび健康管理対策を目的に、加入世帯全件を対象に各種パンフレット

を配布し、医療費通知を送付した。また、医療費の有効利用を啓発するため、ジェネリック医薬品変更差額通

知を送付した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細事業：保健啓発事業                             

１．保健啓発事業 

 

(1) 健康管理対策 

被保険者に対し、国民健康保険制度の趣旨・内容をはじめ国民健康保険事業全般にわたっての知識の啓発

と健康管理対策として、加入全世帯を対象に年６回の医療費通知及び国民健康保険制度パンフレット等の配

付を実施した。 

①医療費通知   総通知件数 ８７，５５０件 

②パンフレットの作成及び配付 

題        目 作 成 部 数 

国保で元気  ２１，５００部 

これって本当？エイズＱ＆Ａ  １８，０００部 

医療機関の適正受診にご協力ください  １８，０００部 

 

(2) ジェネリック医薬品変更差額通知事業の実施 

生活習慣病などの疾病により定期的に服薬している被保険者のうち、ジェネリック医薬品に変更すること

で自己負担額を１００円以上削減できる者に対し、変更による差額通知書を年３回送付し、ジェネリック医

薬品の啓発と給付費の削減に努めた。 

送付延べ件数  ５，６０１件  

 

 

 


